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ほ
と
ん
ど
の
方
は
、
１
月
か
ら
所
得
税
が
減
り
、

そ
の
代
わ
り
に
６
月
か
ら
個
人
住
民
税
が
増
え

る
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
基
本
的
に
所
得
税
と
個

人
住
民
税
の
合
計
の
負
担
は
変
わ
り
ま
せ
ん
。

◆
ど
う
し
て
変
わ
る
の
？

　

町
は
、
地
方
税
以
外
に
国
が
国
税
と
し
て
集
め

た
財
源
の
中
か
ら
国
庫
補
助
金
な
ど
の
財
源
を
受

け
て
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
行
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、

こ
の
仕
組
み
は
様
々
な
制
約
が
あ
り
、
必
ず
し
も

地
域
の
実
情
に
合
っ
て
い
ま
せ
ん
。
こ
の
た
め
、

町
が
自
主
的
に
財
源
の
確
保
を
行
い
、
住
民
の
皆

さ
ん
に
必
要
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
、
自
ら
の
責
任

で
よ
り
効
率
的
に
行
え
る
よ
う
、
平
成
18 
年
度
の

国
の
税
制
改
正
に
よ
っ
て
、
国
税
で
あ
る
所
得
税

の
一
部
（
3
兆
円
規
模
）
が
地
方
税
で
あ
る
個
人

住
民
税
へ
移
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
こ
の

こ
と
を
税
源
移
譲
と
言
い
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
平

成
19
年
か
ら
、
所
得
税
と
個
人
住
民
税
の
税
額
が

変
わ
り
ま
す
。

◆
ど
う
変
わ
る
の
？

　

個
人
住
民
税
に
は
、
所
得
に
応
じ
て
ご
負
担
い

た
だ
く
所
得
割
と
、
皆
さ
ん
に
一
定
額
を
ご
負
担

い
た
だ
く
均
等
割
が
あ
り
ま
す
。
今
回
、
所
得
割
の

税
率
が
、
現
在
の
３
段
階(

５
％
、
10
％
、
13
％
）
か

ら
一
律
10
％
に
変
わ
り
ま
す
。

●
国
か
ら
地
方
へ
の
税
源
移
譲
に
よ
り

所
得
税
か
ら
個
人
住
民
税

　

(

町
県
民
税)
へ
の
税
源
移
譲

　

税
源
移
譲
に
よ
る
個
人
住
民
税
所
得
割

の
税
率
を
一
律
10 
％
に
す
る
こ
と
に
伴
い
、

国
の
所
得
税
の
税
率
も
現
在
の
４
段
階
か

ら
６
段
階
に
変
わ
り
ま
す
。

●
年
金
受
給
者
や
給
与
所
得
者
の
場
合

　

給
与
や
年
金
か
ら
所
得
税
を
源
泉
徴
収

さ
れ
て
い
る
方
の
ほ
と
ん
ど
は
、
平
成

19

年
１
月
の
給
与
や
２
月
に
受
け
取
る
年
金

か
ら
源
泉
徴
収
さ
れ
る
所
得
税
が
減
っ
て

い
ま
す
。
そ
の
代
わ
り
に
６
月
か
ら
の
個
人

住
民
税
が
増
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

●
事
業
所
得
者
の
場
合

　

ほ
と
ん
ど
の
方
は
、
個
人
住
民
税
額
が
増

え
、
平
成
20
年
２
・
３
月
の
確
定
申
告
時(

予

定
納
税
の
場
合
は
平
成

19 
年
７
月
、
11

月

お
よ
び
平
成
20
年
２
月
・
３
月
の
確
定
申
告

時
）
に
所
得
税
額
が
減
り
ま
す
。(

注)

　

こ
の
ほ
か
、
実
際
の
負
担
増
減
額
に
は
、

平
成
19 
年
か
ら
定
率
減
税
が
廃
止
さ
れ
る
等

の
影
響
が
あ
り
ま
す
。

(

注
）
所
得
税
は
１
年
間
の
所
得
に
対
し
て
そ
の

年
に
課
税
さ
れ
ま
す
が
、
個
人
住
民
税
は
前

年
の
所
得
に
対
し
て
課
税
さ
れ
ま
す
。
こ
の

た
め
、
実
際
の
負
担
額
は
収
入
の
増
減
に
よ

り
変
動
し
ま
す
。

●平成 18 年度分まで ●平成 19 年度分から

3 段階から一律へ

４段階から６段階へ

※図の税率は、県民税と町民税を合わせたものです。税率は所得割にかかるもので、このほかに所得にかかわらず

均等割：年額 4,800 円（琵琶湖森林づくり県民税 800 円を含みます）が課税されます。
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◆
定
率
減
税
が
廃
止
に
な
り
ま
す

　

平
成
11
年
度
か
ら
、
景
気
対
策
の
た
め
に
暫

定
的
な
税
負
担
の
軽
減
措
置
と
し
て
導
入
さ
れ

て
い
た
「
定
率
減
税
」
が
廃
止
に
な
り
ま
す
。

所
得
税
…
平
成
18 
年
１
月
分
か
ら
税
額
の
10

%
相
当
額(

12
万
５
千
円
を
限
度)

を
減
額

　
　
　
　
　

平
成
19 
年
１
月
分
か
ら
廃
止

住
民
税
…
平
成
18 
年
６
月
分
か
ら
税
額
の
７
・

５

%

相
当
額(

２
万
円
を
限
度)

を
減
額

　
　
　
　
　

平
成
19 
年
６
月
分
か
ら
廃
止

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　

個
人
住
民
税
の
老
年
者
非
課
税
措
置

が
、
廃
止
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
経
過
措

置
が
と
ら
れ
て
い
ま
す
。
平
成
17
年
１

月
１
日
現
在
、
65
歳
以
上
の
方(

昭
和
15 

年
１
月
２
日
以
前
に
生
ま
れ
た
方)

で
、

前
年
の
合
計
所
得
額
が
１
２
５
万
円
以

下
の
方
は
、
平
成
17
年
度
ま
で
個
人
住

民
税
は
非
課
税
と
な
っ
て
い
ま
し
た
が
、

平
成
18 
年
度
分(

平
成
18 
年
６
月
分
か
ら
）

の
個
人
住
民
税
か
ら
、
こ
の
措
置
は
廃

止
と
な
り
ま
し
た
。
し
か
し
、
急
激
な
税

負
担
を
緩
和
す
る
目
的
か
ら
下
記
の
よ

う
に
経
過
措
置
が
と
ら
れ
て
い
ま
す
。

●
平
成
17
年
度

�

非
課
税

　

【
経
過
措
置
と
し
て
】

●
平
成
18 
年
度　

�

３
分
の
２
減
額

●
平
成
19 
年
度　

�

３
分
の
１
減
額

●
平
成
20
年
度
以
降

�

全
額
負
担

モデルケース 夫婦 + 子供 2 人・給与収入 700 万円（年額）

モデルケース 70 歳独身・年金収入 200 万円（年額）

※子供のうち 1 人が特定扶養親族に該当するものとしています。※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。

※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。
※年金収入 200 万円の方は、年金に係る控除を行った後の合計所得金額は 125 万円以下なので、経過措置が適用されます。

※各モデルケースの住民税（年額）には、均等割 4,800 円（うち、琵琶湖森林づくり県民税 800 円）を含めています。

平成18年

200,800円

△14,700円

263,000円

△26,300円

422,800円

住 民 税

・定率減税

所 得 税

・定率減税

 合 計

平成19年

平成18年平成17年 平成19年

非課税

34,800円
△6,960円

27,840円

住 民 税

所 得 税

・定率減税

 合 計

298,300円

165,500円

463,800円

住 民 税

所 得 税

 合 計

税
源
移
譲
以
外
の
主
な
変
更
点

◆
個
人
住
民
税
の
老
年
者
非
課
税

　

措
置
の
廃
止
に
よ
る
経
過
措
置

　

が
と
ら
れ
て
い
ま
す　
　
　
　
　

◆問い合わせ先　　税務課　住民税担当　☎ 52 6570　有 線 ５5093

 (税額　　27,800円 ) 

24,700円
△1,500円

△15,466円

34,800円
△3,480円

39,054円

42,100円
△14,033円

17,400円

45,467円

住 民 税
・定率減税

・(住民税一定率減税)

所 得 税

・定率減税

 合 計
 (税額　　　　　　　　　38,900円 )

住 民 税
・住民税

所 得 税

 合 計

 (税額　　　　 45,300円 )

× 2
3

× 1
3

　

平
成
19 
年
度
は
、
税
源
移
譲
の
ほ
か
に
、

定
率
減
税
の
廃
止
と
老
年
者
非
課
税
措
置

の
廃
止
に
伴
う
経
過
措
置
等
に
よ
り
、
ほ
と

ん
ど
の
人
の
個
人
住
民
税
額
が
増
え
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。
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ほ
と
ん
ど
の
方
は
、
１
月
か
ら
所
得
税
が
減
り
、

そ
の
代
わ
り
に
６
月
か
ら
個
人
住
民
税
が
増
え

る
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
基
本
的
に
所
得
税
と
個

人
住
民
税
の
合
計
の
負
担
は
変
わ
り
ま
せ
ん
。

◆
ど
う
し
て
変
わ
る
の
？

　

町
は
、
地
方
税
以
外
に
国
が
国
税
と
し
て
集
め

た
財
源
の
中
か
ら
国
庫
補
助
金
な
ど
の
財
源
を
受

け
て
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
行
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、

こ
の
仕
組
み
は
様
々
な
制
約
が
あ
り
、
必
ず
し
も

地
域
の
実
情
に
合
っ
て
い
ま
せ
ん
。
こ
の
た
め
、

町
が
自
主
的
に
財
源
の
確
保
を
行
い
、
住
民
の
皆

さ
ん
に
必
要
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
、
自
ら
の
責
任

で
よ
り
効
率
的
に
行
え
る
よ
う
、
平
成
18 
年
度
の

国
の
税
制
改
正
に
よ
っ
て
、
国
税
で
あ
る
所
得
税

の
一
部
（
3
兆
円
規
模
）
が
地
方
税
で
あ
る
個
人

住
民
税
へ
移
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
こ
の

こ
と
を
税
源
移
譲
と
言
い
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
平

成
19
年
か
ら
、
所
得
税
と
個
人
住
民
税
の
税
額
が

変
わ
り
ま
す
。

◆
ど
う
変
わ
る
の
？

　

個
人
住
民
税
に
は
、
所
得
に
応
じ
て
ご
負
担
い

た
だ
く
所
得
割
と
、
皆
さ
ん
に
一
定
額
を
ご
負
担

い
た
だ
く
均
等
割
が
あ
り
ま
す
。
今
回
、
所
得
割
の

税
率
が
、
現
在
の
３
段
階(

５
％
、
10
％
、
13
％
）
か

ら
一
律
10
％
に
変
わ
り
ま
す
。

●
国
か
ら
地
方
へ
の
税
源
移
譲
に
よ
り

所
得
税
か
ら
個
人
住
民
税

　

(

町
県
民
税)

へ
の
税
源
移
譲

　

税
源
移
譲
に
よ
る
個
人
住
民
税
所
得
割

の
税
率
を
一
律
10 
％
に
す
る
こ
と
に
伴
い
、

国
の
所
得
税
の
税
率
も
現
在
の
４
段
階
か

ら
６
段
階
に
変
わ
り
ま
す
。

●
年
金
受
給
者
や
給
与
所
得
者
の
場
合

　

給
与
や
年
金
か
ら
所
得
税
を
源
泉
徴
収

さ
れ
て
い
る
方
の
ほ
と
ん
ど
は
、
平
成

19

年
１
月
の
給
与
や
２
月
に
受
け
取
る
年
金

か
ら
源
泉
徴
収
さ
れ
る
所
得
税
が
減
っ
て

い
ま
す
。
そ
の
代
わ
り
に
６
月
か
ら
の
個
人

住
民
税
が
増
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

●
事
業
所
得
者
の
場
合

　

ほ
と
ん
ど
の
方
は
、
個
人
住
民
税
額
が
増

え
、
平
成
20
年
２
・
３
月
の
確
定
申
告
時(

予

定
納
税
の
場
合
は
平
成

19 
年
７
月
、
11

月

お
よ
び
平
成
20
年
２
月
・
３
月
の
確
定
申
告

時
）
に
所
得
税
額
が
減
り
ま
す
。(

注)

　

こ
の
ほ
か
、
実
際
の
負
担
増
減
額
に
は
、

平
成
19 
年
か
ら
定
率
減
税
が
廃
止
さ
れ
る
等

の
影
響
が
あ
り
ま
す
。

(

注
）
所
得
税
は
１
年
間
の
所
得
に
対
し
て
そ
の

年
に
課
税
さ
れ
ま
す
が
、
個
人
住
民
税
は
前

年
の
所
得
に
対
し
て
課
税
さ
れ
ま
す
。
こ
の

た
め
、
実
際
の
負
担
額
は
収
入
の
増
減
に
よ

り
変
動
し
ま
す
。

●平成 18 年度分まで ●平成 19 年度分から

3 段階から一律へ

４段階から６段階へ

※図の税率は、県民税と町民税を合わせたものです。税率は所得割にかかるもので、このほかに所得にかかわらず

均等割：年額 4,800 円（琵琶湖森林づくり県民税 800 円を含みます）が課税されます。
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◆
定
率
減
税
が
廃
止
に
な
り
ま
す

　

平
成
11
年
度
か
ら
、
景
気
対
策
の
た
め
に
暫

定
的
な
税
負
担
の
軽
減
措
置
と
し
て
導
入
さ
れ

て
い
た
「
定
率
減
税
」
が
廃
止
に
な
り
ま
す
。

所
得
税
…
平
成
18 
年
１
月
分
か
ら
税
額
の
10

%
相
当
額(

12
万
５
千
円
を
限
度)

を
減
額

　
　
　
　
　

平
成
19 
年
１
月
分
か
ら
廃
止

住
民
税
…
平
成
18 
年
６
月
分
か
ら
税
額
の
７
・

５

%

相
当
額(

２
万
円
を
限
度)

を
減
額

　
　
　
　
　

平
成
19 
年
６
月
分
か
ら
廃
止

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　

個
人
住
民
税
の
老
年
者
非
課
税
措
置

が
、
廃
止
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
経
過
措

置
が
と
ら
れ
て
い
ま
す
。
平
成
17
年
１

月
１
日
現
在
、
65
歳
以
上
の
方(

昭
和
15 

年
１
月
２
日
以
前
に
生
ま
れ
た
方)

で
、

前
年
の
合
計
所
得
額
が
１
２
５
万
円
以

下
の
方
は
、
平
成
17
年
度
ま
で
個
人
住

民
税
は
非
課
税
と
な
っ
て
い
ま
し
た
が
、

平
成
18 
年
度
分(

平
成
18 
年
６
月
分
か
ら
）

の
個
人
住
民
税
か
ら
、
こ
の
措
置
は
廃

止
と
な
り
ま
し
た
。
し
か
し
、
急
激
な
税

負
担
を
緩
和
す
る
目
的
か
ら
下
記
の
よ

う
に
経
過
措
置
が
と
ら
れ
て
い
ま
す
。

●
平
成
17
年
度

�

非
課
税

　

【
経
過
措
置
と
し
て
】

●
平
成
18 
年
度　

�

３
分
の
２
減
額

●
平
成
19 
年
度　

�
３
分
の
１
減
額

●
平
成
20
年
度
以
降

�

全
額
負
担

モデルケース 夫婦 + 子供 2 人・給与収入 700 万円（年額）

モデルケース 70 歳独身・年金収入 200 万円（年額）

※子供のうち 1 人が特定扶養親族に該当するものとしています。※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。

※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。
※年金収入 200 万円の方は、年金に係る控除を行った後の合計所得金額は 125 万円以下なので、経過措置が適用されます。

※各モデルケースの住民税（年額）には、均等割 4,800 円（うち、琵琶湖森林づくり県民税 800 円）を含めています。

平成18年

200,800円

△14,700円

263,000円

△26,300円

422,800円

住 民 税

・定率減税

所 得 税

・定率減税

 合 計

平成19年

平成18年平成17年 平成19年

非課税

34,800円
△6,960円

27,840円

住 民 税

所 得 税

・定率減税

 合 計

298,300円

165,500円

463,800円

住 民 税

所 得 税

 合 計

税
源
移
譲
以
外
の
主
な
変
更
点

◆
個
人
住
民
税
の
老
年
者
非
課
税

　

措
置
の
廃
止
に
よ
る
経
過
措
置

　

が
と
ら
れ
て
い
ま
す　
　
　
　
　

◆問い合わせ先　　税務課　住民税担当　☎ 52 6570　有 線 ５5093

 (税額　　27,800円 ) 

24,700円
△1,500円

△15,466円

34,800円
△3,480円

39,054円

42,100円
△14,033円

17,400円

45,467円

住 民 税
・定率減税

・(住民税一定率減税)

所 得 税

・定率減税

 合 計
 (税額　　　　　　　　　38,900円 )

住 民 税
・住民税

所 得 税

 合 計

 (税額　　　　 45,300円 )

× 2
3

× 1
3

　

平
成
19 
年
度
は
、
税
源
移
譲
の
ほ
か
に
、

定
率
減
税
の
廃
止
と
老
年
者
非
課
税
措
置

の
廃
止
に
伴
う
経
過
措
置
等
に
よ
り
、
ほ
と

ん
ど
の
人
の
個
人
住
民
税
額
が
増
え
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。
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